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１．はじめに
国立研究開発法人産業技術総合研究所（以下，産総

研という）における地震の調査・研究は，旧地質調査所
時代から実施されてきたものを引き継ぐとともに，最新
の地震科学・地震工学を取り入れながら，その間に幾
度かの組織の改変を行いつつ推進されてきた．2009 年
から 2019 年の過去 10 年間を振り返ると，2009 年 4 月 1
日に地震災害の軽減に役立つ情報提供を目指し，将来の
地震活動と被害の予測研究を進めるため，従来の活断層
研究センターと地質情報研究部門に属した地震関連研究
グループを統合して，活断層・地震研究センター（当時
は独立行政法人）が設立された．その 5 年後の 2014 年
4 月 1 日には産総研地質分野の改組により，従来の活断
層・地震研究センターと地質情報研究部門に属する火山
関連研究グループなどが一体となり，活断層・火山研究
部門が発足し，現在に至る．このように，たびたび名称
や組織体制の改変がなされてきたが，産総研の地震予測
研究の特徴は，一貫して地質学的手法に軸足を置き，取
得された内陸および海溝型地震の発生履歴や規模に関
するデータや地下水変化のデータに，地球物理学や地震
工学の研究手法や最新の知見を取り込みながら将来の地
震活動や大地震の際の被害の予測の手法を確立し，高度
化していこうとする立場にある．この間，国内では 2011
年東北地方太平洋沖地震とそれに誘発された 2011 年福
島県浜通りの地震や 2014 年長野県北部の地震，2016 年
熊本地震をはじめ甚大な被害をもたらした海溝型地震や
内陸地震がたびたび発生した．産総研ではこうした大地
震が発生すると直ちに緊急現地調査を行い，その結果は
地震予知連絡会でも報告してきた．以下では，過去 10
年間における産総研の地震研究のうち，地震予測に関連
した研究の成果および主な緊急調査について述べる．

（丸山　正）

２．陸域および沿岸海域の活断層・古地震の研究
本研究では，陸域および沿岸海域に分布する活断層

について，その位置・形状および過去の活動を解明し，
将来の地震発生予測に資するデータを取得してきた．と
くに，文部科学省が進める主要活断層帯の長期評価，活
断層の地域評価に関する研究課題を受託・分担して着
実に実施し，評価のために必要なデータ取得した 1）．ま
た，活断層評価手法の高度化のため，地形表現が不明瞭
な活断層の研究，長大活断層の連動性評価の研究，年
代測定手法の改良と適用性の研究について，高解像度地
形データを用いた地形解析，現地調査，試料の分析等を
継続的に実施した．その結果，地形表現が不明瞭な活断

層評価については，DEM を用いた地形解析・表示手法
を開発した 2）．長大活断層の連動性評価については，糸
魚川―静岡構造線断層帯を対象として，集中的に地形・
地質データを取得し，評価手法を開発した 3）．年代測定
手法の改良と適用性については，宇宙線生成核種を用い
た地形・地質年代測定と連続サンプリングに基づく放射
性炭素年代測定の事例研究を実施し，手法の有効性を
確認した 4）．さらに，2011 年福島県浜通りの地震，2014
年長野県北部の地震，2016 年熊本地震，2016 年鳥取県
中部地震等の大地震が発生した際には，緊急現地調査を
実施するとともに，地震調査委員会への資料の提供，ウェ
ブでの情報発信を速やかに実施した（7．参照）．

以上に述べてきた活断層の調査・研究結果は，活断層
データベースに収録している 5）．活断層データベースは，
2005 年に構築されて以来，一貫して，全国の活断層調
査研究結果を網羅的に収集・収録した上で，速やかに公
開している．この過程で，活断層調査研究専門家のみな
らず，一般市民が使いやすいように，表示デザインおよ
びコンテンツを改修してきた．あわせて，表示機能，脆
弱性に関する改修を進めた．また，同データベースの活
用方法を含む，活断層・地震に関する自治体防災担当者
向けの研修を毎年実施し，データが利活用されるよう工
夫を続けている．

（宮下　由香里）

３．海溝型地震・津波堆積物の研究
産総研の海溝型地震履歴研究グループは，2004 年の

発足以来，津波堆積物や海岸の隆起・沈降痕跡などを
用いて海溝型巨大地震の履歴（発生時期，規模，震源・
波源モデルなど）を復元し，長期予測に資するための研
究を行ってきた．10 年前の 2009 年当時は，グループ発
足時から重点的に実施してきた宮城県南部〜福島県沿
岸での津波堆積物調査の結果をまとめていた段階であっ
た 6）．この研究により，同地域における 869 年貞観地震
の津波浸水域を提示し，巨大津波の再来間隔が 500 〜
800 年であることを報告していた 7）．地震調査研究推進
本部では 2010 年にその成果を取り入れた長期評価の審
議を行い，2011 年春に公表予定であったが，2011 年 3
月 11 日に東北地方太平洋地震を迎えてしまった．事前
に成果を社会に周知することはできなかったが，結果的
に 869 年貞観地震と 2011 年東北の地震による津波浸水
域はおおよそ重なり，履歴からみた再来間隔もほぼ満期
であったことから，長期予測の妥当性が証明されること
になった 8）．以来，津波堆積物をはじめとした地質痕跡
や歴史記録による沿岸の古地震・古津波調査が全国的に

（３）　産業技術総合研究所
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様々な機関で行われるようになり，2011 年以降の 8 年
で知見の集積が飛躍的に進んだ．しかし一方で過去の津
波浸水域を正確に復元することの難しさや，地震の規模
や再来間隔の多様性による長期予測の難しさも浮き彫り
になってきた 9）．産総研ではこの 8 年で，千島海溝から
日本海溝，相模トラフ，南海トラフに面する海岸沿いで
津波履歴調査を行うとともに，2011 年東北地方太平洋
地震による現世津波堆積物の観察から，古津波堆積物の
認定や津波浸水域の復元に関する手法の検討を進めて
きた 10，11）．また南海トラフ沿いでは，地域間の履歴の対
比から過去の南海トラフ地震の破壊域のより正確な復元
を目指して調査を進めている．

（宍倉　正展）

４．地下水等統合観測研究
本研究では，1970 年代後半から開始した東海地震の

短期的予知を目的とした地下水・地下ガスの観測研究，
および 1995 年兵庫県南部地震を契機とした近畿・中部
内陸部における地下水・地殻ひずみの総合的な観測研究
を行ってきた．2006 年からは南海トラフ地震の発生予
測精度向上の研究のために，主に紀伊半島から四国地域
において地下水等の総合観測点の整備を開始した．この
観測点は原則として深さ 30 m，200 m，600 m の孔井か
ら構成され，水位計のほか，地震計，水温計，ボアホー
ル型ひずみ計などを設置している．

この 10 年間で，紀伊半島・四国を中心に 4 つの総合
観測点を新たに整備し，総計 16 観測点となった 12）．ま
た，産総研は防災科研および気象庁とのそれぞれの共同
研究に基づき，産総研の地下水・ボアホールひずみデー
タと防災科研 Hi-net の傾斜データおよび気象庁のボア
ホールひずみデータについてリアルタイムで交換を開
始し，南海トラフの短期的ゆっくりすべり（SSE）の高
精度モニタリングを実施した．2013 年 11 月以降の 5 年
間で 162 個の SSE イベントの断層モデルを決定した 13）．
また，同総合観測点のボアホールひずみデータや地下水
位・地下水圧データを用いて，短期的 SSE が遠地巨大
地震によって励起される現象 14），遠地地震により励起さ
れた地下水位の振動波形の新たな定式化と観測された
地下水位・ボアホールひずみデータとの比較 15），密閉さ
れた井戸の地下水圧による短期的 SSE の検出とこれを
用いた同 SSE のモニタリング高度化 16）などの研究を実
施した．

1946 年南海地震前後の地下水変化・潮位変動のデー
タ収集および解析と，1944 年東南海地震・1946 年南海
地震前後の紀伊半島の上下変動時系列を求めた 17）．

地下水・地殻変動観測等による地震の予知・予測研究
に関する台湾・成功大学との共同研究を継続し，共同で

ワークショップを毎年開催し 18），日本と台湾における同
分野での研究交流を進めた．

（松本　則夫）

５．地震災害予測に関する研究
地震の際に災害が発生するプロセスと災害の様相につ

いて地質・地形学的知見と地球物理学的データ及び手法
を融合した説明性の高い予測・評価を行い，地震防災へ
展開することを目指した研究を実施している．近年発生
した大地震に伴う被害を鑑み，地震災害予測の観点から
は，1）既存の地下構造モデルの妥当性検証，2）断層近
傍域の地盤変形や地震動の様相の予測，3）観測データ
の利活用の必要性が強く認識されている．

5.1　強震動の伝播特性に関する研究
強震動の伝搬・増幅特性をより正確に明らかにするた

め，大阪，中京，大分，熊本等において，既往データの
再解析に加えて，物理探査・地震観測を実施し，新たな
知見に基づく地盤構造モデルの作成と検証を，他大学・
機関と共同で行った 19）．成果の一部は公開され，国，自
治体，企業へも提供されている．また，これら地盤構造
モデルを用いて内陸地震の地震動予測を行い，公開した．
断層破壊の設定においては，微小地震のメカニズム解等
から推定した応力場の下での動力学的断層破壊を取り込
むなど，技術的改良も行った．

関東平野では，国，自治体，他機関によって取得され
てきた反射法地震探査，屈折法地震探査，重力探査等，
数多くの地下構造調査結果が，既存の地下構造モデルや
断層の深部形状を含めて，未だ十分には 3 次元地下構造
モデルに反映されていない．当所が新たに取得したデー
タの解析結果に加えて，それら既存データによる知見を
含めた新たな 3 次元地下構造モデルを作成中である．

5.2　断層近傍域の地盤変形や地震動の予測
地震時の地盤変形（地表地震断層や地殻変動）の予

測のため，実地調査と数値計算の両面から研究を進めた．
地震時地盤変形については，明瞭な地表地震断層が

出現した 2008 年岩手・宮城内陸地震，2011 年福島県浜
通りの地震，2014 年長野県北部の地震，2016 年熊本地
震において，地表踏査・測量．地上 LiDAR，航空レーザー
計測等の手法を用いて地表地震断層の出現形態や分布
に関する情報を収集した．

数値計算に関しては，深部反射法地震探査でとらえら
れる深度 10 km 以浅，実際の地盤物性値および岩盤物
性値を入力できる深度数 km 以浅，表層地盤内の断層発
達過程に関わる深度 100 m 以浅，それぞれのスケール
において入力可能な境界条件のもと，解析手法の開発に
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取り組んだ．開発した手法をスリップパーティショニン
グ現象の現象解明に活用するほか，上町断層を含むいく
つかの断層系に適用し，広域応力場・断層面形状・地盤
変形について定量的な評価・考察を行った 20～22）．2016
年熊本地震と 2014 年長野県北部の地震における技術的
検証を通して，断層近傍の変位だけではなく局所的な強
震動の要因分析についても，手法的な信頼度の向上に取
り組んでいる（図 1）．

5.3　観測データの利活用
震源の破壊過程のシミュレーションに断層面の走向・

傾斜角の変化をフレキシブルに取り込むなど計算プログ
ラムの高度化を行い，地形・地質情報を取り込んだ動力
学的震源モデルの推定が可能になった．さらに，活断層
調査や歴史地震の研究から得られる過去の地震像による
検証を行いつつ，地震動予測のための地震シナリオ作成
手法の適用を進めている．

上町断層帯や 2014 年長野県北部の地震を検討対象とし
て，地形・地質情報を取り込んだ動力学的震源モデルを
構築することで，手法の信頼性向上と高度化を進めてい
る（図 2）23，24）．これらの地震に関する検討も含めて，地形・
地質学的情報を活かして過去の地震の震源モデルを推定
することにより，逆に活断層調査等の地形・地質学的情
報を得るための調査が実施されていない地点における破
壊領域の広がり等に関する情報をフィードバックするこ
とが可能となりつつある．また，山﨑断層帯や 2016 年熊
本地震を検討対象として，動力学的震源モデルを用いて
地震ハザード評価を高度化することも試みている．

（藤原　治）

６．地震発生メカニズムに関する研究
内陸活断層で発生する大地震の発生予測精度を向上さ

せるため，地震観測・データ解析，数値シミュレーション，
室内実験，構造地質学等さまざまな手法を統合して，地震
発生過程を明らかにし，物理モデルに基づいた地震発生予
測モデルの構築・精緻化に関する研究を推進してきた．

将来発生する地震の最大規模や発生様式の予測精度
を高めていくためには，高い空間分解能を持つ応力マッ
プの作成が課題である．そのためには可能な限り小さな
地震を活用することが鍵であったため，独自に微小地
震（マグニチュード 1 以上 3 未満）の解析手法の開発に
取り組み，発震機構解とマグニチュードを推定する手法
を確立させた．また，3 次元アレイによる微弱信号検出
と震源決定法の開発にも成功し，マグニチュード 1 を下
回る地震の活用も視野に入り始めた．これまで独自に解
析してきた微小地震の発震機構解と気象庁発表のマグ
ニチュード 3 以上の地震の発震機構解を統合し，関東地
域の 10 km メッシュの応力マップを纏めた 25）．これは，
先行研究のおよそ 3 倍の空間分解能に相当する．その後，
関東地域での経験を踏まえ，中国地域の 10 km メッシュ
の応力マップを試作した．

地震の発生評価に向けた研究にも取り組み，2018 年 9
月 6 日に発生した北海道胆振東部地震（M6.7）の直上
には石狩低地東縁断層帯が存在しており，予察的に作成
した応力マップから，現在の応力場で動きやすい断層に
属していることが判明した．現実的な地下構造（粘弾性
構造）を設定し，今後 20 年間にわたる地震の影響を定
量的に評価することに成功した 26）．さらに大規模地震発
生サイクルシミュレーションの実現に向け，粘弾性応答
を高速計算するアルゴリズムの開発にも成功した．

室内実験に関する研究では，脆性から塑性に至る断層
変形プロセスの室内実験による解明を通じて地震発生の
物理モデルを作ることを目指し，強度や岩石の物性に関
するデータを測定し，温度圧力条件等の各種条件との間
の関係式を明らかにした 27）．

構造地質学に関する研究では，過去の震源域である断
層帯の地質調査に基づき 3 次元断層内部構造の解明を
すすめているところである．

（増田　幸治）

７．緊急調査
冒頭でも述べたように，過去 10 年間には，日本国内

およびその近海を震源とし，被害をもたらした海溝型地
震や内陸地震が多数発生した．産総研では，国内で被害
をもたらした規模の大きな地震が発生した際には，緊急
調査体制をとり，海溝型地震では，津波の浸水域，津波
堆積物，地殻変動などについて，内陸地震では，地表変

図2　�上町断層帯を例とした動力学的震源モデルと，その解析
結果．

図1　�糸魚川 - 静岡構造線断層帯（北部・中北部）の断層面
モデル化とそのFEM解析結果の例．
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状の確認などについての系統的な調査を実施した．これ
らの結果は，地震発生域の地形・地質学的背景の解説と
ともにホームページ上で速やかに公表し 28），地震調査委
員会や地震予知連絡会でも報告した．主な緊急調査の概
要は以下の通りである．
2011 年東北地方太平洋沖地震：2011 年 3 月 11 日に三陸

沖南部から茨城県沖にかけての日本海溝沿いを震源と
する超巨大海溝型地震（Mw9.0）が発生した．この地
震に伴い広域にわたって生じた津波により，東北地方太
平洋側の沿岸地域では未曾有の被害が生じた．産総研
では，本震発生の翌日から，海溝型地震履歴研究グルー
プ（当時海溝型地震履歴研究研究チーム）が中心となっ
て，茨城県高萩市から千葉県一宮町にかけての沿岸部
で津波の高さの計測等を実施した．その後，甚大な津
波被害を受けた地域である仙台・石巻平野を中心に，
青森県や福島県の沿岸も含め，広範囲にわたり津波堆
積物の特徴や分布範囲に関する調査研究を実施し，津
波堆積物の分布限界と実際の津波の浸水域との違いを
明らかにした 29）．

2011 年福島県浜通りの地震：東北地方太平洋沖地震の 1 ヶ
月後にあたる 2011 年 4 月 11 日に福島県浜通りを震源と
する M7.0 の内陸地震が発生した．この地震に伴って既
知の活断層である井戸沢断層と湯ノ岳・藤原断層に沿っ
て顕著な正断層型の地震断層が出現した．地震断層の
詳細な分布やすべり方向，変位量などを記録するため，
井戸沢断層に沿って現れた地震断層については 4 月 17
日から数回にわたり，また湯ノ岳・藤原断層については
2011 年 4 月 21 日から 4 月 30 日の間に現地調査を実施
した．その結果，井戸沢断層，湯ノ岳・藤原断層ともに
約 13 km にわたって地震断層が出現し，最大上下変位
量は井戸沢断層中央部で約 2.2 m に達することなどが確
認された．

2014 年長野県北部の地震：2014 年 11 月 22 日に，長野県
北部を震源とした M6.7 の地震が発生した．産総研では，
本震発生翌日の 11 月 23 日から 11 月 25 日までと 12 月
1 日から 12 月 6 日までの 2 回にわたって震源域全体の
踏査を実施し，地表地震断層とその変位量の分布を調
査した．その結果，糸魚川 - 静岡構造線断層帯北部を
構成する神城断層に沿って，地表地震断層が約 9km の
区間で断続的に認められた 30）．一方，小谷 - 中山断層
と姫川断層に沿っては，地すべりやそれに伴う短縮変形
など地表変状は確認されたが，地表地震断層は認めら
れなかった．さらに，2015 年 2 月には，緊急的なトレン
チ掘削調査を実施し，2014 年地震を含めて過去 3 回の
活動時期等を明らかにした．その結果，先行する活動は
西暦 1718 年正徳小谷の地震に対比される可能性が高く，
最近 2 回の発生間隔は 300 年と極めて短い可能性等を

指摘した 31）．産総研では，地表地震断層に関する緊急
調査のほか，斜面変動や温泉湧出に関する緊急調査も
実施した．

2016 年熊本地震：2016 年 4 月 14 日 21 時 26 分，熊本県
熊本地方を震源とする M6.5 の地震が発生し，その約 28
時間後の 4 月 16 日 1 時 25 分に M7.3 の地震が発生した．
同県益城群益城町では両地震で震度 7 を観測した．こ
れらの地震に伴い，既往調査で活断層として認定され
ていた布田川断層帯布田川区間および日奈久断層帯高
野 - 白旗区間のほか，従来活断層が認定されていなかっ
た布田川区間北東延長部の阿蘇カルデラ内などで地震
断層が出現した．産総研では，4 月 16 日から約 3 週間
にわたって震源域周辺の緊急現地調査を実施し，地震
断層の位置，分布，形状，変位量などを記録した．そ
の結果，地震断層は約 34 kn にわたって出現し，最大約
2.2 m の右横ずれが地震断層全体の中央部にあたる布田
川区間において生じたことなどが明らかになった 32）．

2016 年鳥取県中部の地震：2016 年 10 月 21 日 14 時 07 分
に鳥取県中部において，深さ 11 km を震源とする M6.6
の地震が発生した．震源メカニズム解と余震の分布状
況から，北北西 - 南南東走向の断層面で左横ずれの断
層運動が生じたと考えられた．産総研では，この地震
による地表地震断層の出現の有無と被害状況の確認の
ため，2016 年 10 月 26 日と 27 日の 2 日間に緊急現地
調査を実施した．地表地震断層の出現の有無に関して
は，余震分布の帯及び国土地理院から公開されている
InSAR 画像で地殻変動境界にあたるような地域を横切
る道路やそれらの直上に位置する集落を対象としたが，
地表地震断層の出現は認められなかった．

2016 年茨城県北部の地震：2016 年 12 月 28 日に茨城県北
部を震源とする M6.3 の正断層型の地震が発生し，高萩
市では最大震度 6 弱を観測した．国土地理院が公表し
た干渉 SAR の緊急解析結果を受けて，2017 年 1 月 5 日
に地表地震断層に関する現地調査を実施した．その結
果，干渉 SAR によって捕らえられた NW-SE 方向の地
殻変動の不連続線に沿って，約 2.5 km 区間の 4 地点に
おいて水平伸張を伴う地表地震断層が出現し，道路や
橋梁などの構造物の破損を確認した．また，それらの地
点における構造物の破損状況から，今回の地震以前に
も同様の地表地震断層が出現していたことが推定され
た．同地域では，東北地方太平洋沖地震直後の 2011 年
3 月 19 日にも M6.1 の正断層型の地震が発生しており，
今回の地震に先行して出現した地震断層は 2011 年 3 月
19 日の地震によるものの可能性が高い．今回の地震お
よびそれより前の変位を合わせた水平伸張量として，最
大で 29 cm を計測した．

（丸山　正）
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